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決算取締役会開催日  平成18年５月17日 中間配当制度の有無    有 
中間配当支払開始日  ― 単元株制度採用の有無  有(1単元1,000株) 
 
1. 平成18年３月中間期の業績（平成17年10月１日～平成18年３月31日） 
 (1) 経 営 成 績 (百万円未満切捨表示) 
 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成18年３月中間期 1,485  ( 12.5 ) 74  ( ―― ) 70  ( ―― ) 

平成17年３月中間期 1,320  (  4.2 ) △8  ( ―― ) △15  ( ―― ) 

平 成 1 7 年 ９ 月 期 2,664  23  18  
 

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 
( 当 期 ) 純 利 益 

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円     銭 円     銭 
平成18年３月中間期 31  ( ―― ) 8 03 8 00 

平成17年３月中間期 △10  ( ―― ) △2 73 ―――  

平 成 1 7 年 ９ 月 期 32  8 17 8 14 
 
 (注) 1. 持分法投資損益 18年３月中間期 ―百万円 17年３月中間期 ―百万円 17年９月期 ―百万円 
    2. 期中平均株式数 18年３月中間期 3,960,771株 17年３月中間期 3,960,657株 17年９月期 3,960,446株 
    3. 会計処理の方法の変更  有 
    4. 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
 (2) 配 当 状 況 
 

 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 
円     銭 円     銭 

平成18年３月中間期 0 00 ―――  

平成17年３月中間期 0 00 ―――  

平 成 1 7 年 ９ 月 期 ―――  5 00 
 
 (3) 財 政 状 態 
 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

平成18年３月中間期 4,108 2,721 66.2 686 57 

平成17年３月中間期 4,349 2,660 61.2 671 80 

平 成 1 7 年 ９ 月 期 4,056 2,705 66.7 683 20 
 
（注）1.  期末発行済株式数 平成18年3月中間期 3,963,200株 平成17年3月中間期 3,960,200株 平成17年9月期 3,960,200株 
  2. 期末自己株式数  平成18年3月中間期    56,800株  平成17年3月中間期   59,800 株 平成17年9月期  59,800 株 

  
 
2. 平成18年９月期の業績予想（平成17年10月１日～平成18年９月30日） 
 

１株当たり年間配当金
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期 末  
百万円 百万円 百万円   円  銭  円  銭 

通   期 2,875 159 78  5  00  5  00 
 
 (参考) １株当たり予想当期純利益(通期)  19 円  68銭 
 
※上記の業績予想につきましては、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業
績は今後様々な要因によって予想値と異なる場合があります。 
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(1) 中間財務諸表等 
(1) 中間財務諸表 
① 中間貸借対照表 

（単位：千円未満切捨） 

  
前中間会計期間末 

（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成17年９月30日） 

区分 
注 記

番 号
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

   ％ ％  ％

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

1. 現金及び預金   48,944 87,036   63,702

2. 受取手形   34,340 25,671   26,276

3. 売掛金   574,607 563,247   472,024

4. たな卸資産   108,152 106,012   124,999

5. その他   28,426 29,489   30,841

貸倒引当金   △3,000 △3,100   △2,400

流動資産合計   791,471 18.2 808,357 19.7  715,444 17.6

Ⅱ 固定資産     

1. 有形固定資産 ※1.2  3,323,420 3,160,894   3,113,562

2. 無形固定資産   9,358 7,306   8,312

3. 投資その他の資産   241,758 131,708   219,780

貸倒引当金   △16,606 ―   △339

投資その他の資産合計   225,152 131,708   219,440

固定資産合計   3,557,932 81.8 3,299,910 80.3  3,341,315 82.4

資産合計   4,349,403 100.0 4,108,267 100.0  4,056,759 100.0
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（単位：千円未満切捨） 

  
前中間会計期間末 

（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記

番号
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

   ％ ％  ％

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

1. 買掛金   96,852 160,704   160,999

2. 短期借入金 ※２  429,505 235,000   235,000

3. 一年内に返済予定の長期 

 借入金 
※２  187,935 143,427   147,478

4. 未払法人税等   5,183 45,944   27,659

5. 賞与引当金   30,672 27,449   30,902

6. その他   181,916 133,536   156,887

流動負債合計   932,065 21.4 746,061 18.2  758,925 18.7

Ⅱ 固定負債     

1. 長期借入金 ※２  662,018 534,626   491,819

2. 退職給付引当金   502 6,344   3,334

3. 役員退職慰労引当金   88,797 94,628   91,713

4. 長期預り金   5,575 5,575   5,375

固定負債合計   756,892 17.4 641,174 15.6  592,242 14.6

負債合計   1,688,957 38.8 1,387,236 33.8  1,351,167 33.3

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   395,950 9.1 395,950 9.6  395,950 9.8

Ⅱ 資本剰余金     

1. 資本準備金   230,000 230,000   230,000

資本剰余金合計   230,000 5.3 230,000 5.6  230,000 5.7

Ⅲ 利益剰余金     

1. 利益準備金   38,000 38,000   38,000

2. 任意積立金   483,811 482,574   483,811

3. 中間(当期)未処分利益   1,539,030 1,594,813   1,582,235

利益剰余金合計   2,060,842 47.4 2,115,388 51.5  2,104,047 51.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金   75 0.0 4,789 0.1  2,016 0.0

Ⅴ 自己株式    △26,421 △0.6 △25,095 △0.6  △26,421 △0.7

資本合計   2,660,445 61.2 2,721,031 66.2  2,705,591 66.7

負債及び資本合計   4,349,403 100.0 4,108,267 100.0  4,056,759 100.0
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② 中間損益計算書 
（単位：千円未満切捨） 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 

 至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 

 至 平成18年３月31日） 

前事業年度の 

要約損益計算書 

（自 平成16年10月１日 

 至 平成17年９月30日） 

区分 
注記

番号
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

   ％ ％  ％

Ⅰ 売上高   1,320,467 100.0 1,485,064 100.0  2,664,692 100.0

Ⅱ 売上原価   952,619 72.1 1,046,042 70.4  1,915,322 71.9

売上総利益   367,848 27.9 439,021 29.6  749,370 28.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費   376,371 28.5 364,835 24.6  725,925 27.2

営業利益または損失(△)   △8,523 △0.6 74,185 5.0  23,444 0.9

Ⅳ 営業外収益 ※１  5,996 0.5 5,127 0.3  17,391 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  12,898 1.0 9,294 0.6  22,451 0.8

経常利益または損失(△)   △15,425 △1.1 70,019 4.7  18,384 0.7

Ⅵ 特別利益 ※３  8,522 0.6 40,666 2.7  213,629 8.0

Ⅶ 特別損失 ※4.6  1,202 0.1 41,888 2.8  165,258 6.2

税引前中間(当期)純利益

または純損失（△） 
  △8,106 △0.6 68,797 4.6  66,755 2.5

法人税、住民税及び事業税  1,797 39,100  21,520 

法人税等調整額  938 2,735 0.2 △2,110 36,989 2.5 12,872 34,392 1.3

中間（当期）純利益また

は純損失(△) 
  △10,841 △0.8 31,807 2.1  32,363 1.2

自己株式処分差損   ― △666   ―

前期繰越利益   1,549,872 1,563,671   1,549,872

中間(当期)未処分利益   1,539,030 1,594,813   1,582,235
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 （自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

(1)資産の評価基準及び

評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

 

時価のないもの 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) 固定資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備を除く。）については、

定額法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

② 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における

利用可能期間（５年）による

定額法によっております。 

① 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 無形固定資産 

同左 

 

① 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 無形固定資産 

同左 

 

(3) 引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てる

ため、支給見込額に基づき計

上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

② 賞与引当金 

同左 

 

 

① 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

② 賞与引当金 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 （自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（７年）による

按分額をそれぞれ発生の翌期

より費用処理することとして

おります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備

えるため、会社内規に基づく

中間期末要支給額を計上して

おります。 

③ 退職給付引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、計上してお

ります。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（７年）による

按分額をそれぞれ発生の翌期

より費用処理することとして

おります。 

（追加情報） 

平成16年９月に適格退職年金制

度の一部を確定拠出年金制度へ移

行し、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業会計基

準適用指針第１号）を適用してお

ります。 

本移行に伴う影響額は特別利益

として38,752千円を計上しており

ます。 

 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備

えるため、会社内規に基づく

期末要支給額を計上しており

ます。 

(4) リース取引の処理

方法 

 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

 

同左 

 

(5) その他の中間財務

諸表作成のための

基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理方法の変更 
 

前中間会計期間 当中間会計期間 前会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

――――― <固定資産の減損に係る会計基準> 

 当中間会計期間から「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計審議会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号）を適用してお

ります。これにより税金等調整前中間純利

益が 14,221千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表規則に基づき当該各資産

の金額から直接控除しております。 

――――― 
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注記事項 
中間貸借対照表関係 

（単位：千円未満切捨） 

前中間会計期間末 

（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末 

（平成18年３月31日） 

前事業年度末 

（平成17年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,120,395 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,134,014

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,104,005

※２ 担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

(ｲ) 担保に供している資産（中間貸借対

照表計上額） 

建物 282,988 

土地 990,235 

計 1,273,223 

 

(ﾛ) 上記に対応する債務 

短期借入金 429,505 

一年内に返済予定

の長期借入金 
151,304 

長期借入金 654,509 

計 1,235,318 
 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

(ｲ) 担保に供している資産（中間貸借対

照表計上額） 

建物 188,623

土地 818,478

計 1,007,101

 

(ﾛ) 上記に対応する債務 

短期借入金 235,000

一年内に返済予定

の長期借入金 
135,918

長期借入金 534,626

計 905,544 

※２ 担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

(ｲ) 担保に供している資産（貸借対照表

計上額） 

建物 202,114

土地 917,517

計 1,119,632

 

(ﾛ) 上記に対応する債務 

短期借入金 235,000

一年内に返済予定

の長期借入金 
131,432

長期借入金 489,308

計 855,740 
※３ 受取手形割引高 

69,835 

※３ 受取手形割引高 

86,775

※３ 受取手形割引高 

54,731

※４ 消費税等に係る表示 

仮払消費税等及び仮受消費税は相殺の

うえ、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

※４ 消費税等に係る表示 

仮払消費税等及び仮受消費税は相殺の

うえ、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

――――― 
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中間損益計算書関係 
（単位：千円未満切捨） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 8 

固定資産賃貸収入 1,171 
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1

固定資産賃貸収入 

作業屑売却収入 

1,171

1,286
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 11

固定資産賃貸収入 2,342

作業屑売却収入 3,455
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 12,078 
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 8,307
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 21,099
 

※３ 特別利益の内訳 

  投資有価証券売却益    8,522 

※３ 特別利益の内訳 

固定資産売却益 

投資有価証券償還益 

27,666

13,000
 

※３ 特別利益の内訳 

固定資産売却益 205,107

投資有価証券売却益 8,522
 

※４ 特別損失の内訳 

      固定資産除却損      1,099 

   投資有価証券売却損         103 

 

※４ 特別損失の内訳 

減損損失 14,221

固定資産圧縮損 27,666
 

※４ 特別損失の内訳 

固定資産除却損 1,099

投資有価証券売却損 103

固定資産圧縮損 164,055
 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 32,678 

無形固定資産 1,420 
 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 30,009

無形固定資産 1,005
 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 63,943

無形固定資産 2,457
 

――――――――― ※６ 当中間会計期間において、以下の資産

グループについて減損損失を計上いたしま

した。 

 

用 途 場 所 種 類 
減損損失
（千円）

 遊休資産
神奈川県

藤沢市 
土 地 5,134

遊休資産
千葉県 

山武郡 
土 地 7,604

遊休資産
新潟県 

湯沢町 
土 地  1,482

合計 14,221

当社は管理会計上の区分に基づくグルーピ

ングを行なっております。ただし、賃貸不動

産及び遊休資産については個別物件単位でグ

ルーピングを行なっております。 

 上記の資産は遊休状態にあり、将来の用途

が定まっていないため、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額14,221千円を減

損損失として特別損失に計上しております。

 なお、当資産の回収可能価額は正味売却可

能価額により測定しており、主に不動産鑑定

士による鑑定評価額に基づいて算定しており

ます。 

――――――――― 
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重要な後発事象 
 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

当社の所有する土地の一部を都市計画道

路補助第284･288号線(中央)整備事業に伴う

収用により譲渡することとした。 

 (1)譲渡先  江戸川区 

 (2)譲渡資産 土地 

 (3)譲渡金額 349百万円(含物件移転補償

金） 

 (4)契約締結日 平成17年３月25日 

 (5)引渡期限  平成17年12月28日 

上記資産の譲渡が平成17年9月30日迄に行わ

れた場合には、平成17年9月期連結会計年に

おいて約230百万円を特別利益に計上する予

定であります。 

―――――――― ―――――――― 
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(2) リース取引関係 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（単位：千円未満切捨） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年３月31日） 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年３月31日） 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 取得価格 

相 当 額 

減価償却費

累 計 額 

相 当 額 

期末残高 

相 当 額 

機械及び装置 25,314 16,902 8,411 

車両及び運搬具 6,744 1,461 5,282 

工具器具備品 50,204 16,870 33,334 

ソフトウェア 

（無形固定資産） 
107,934 51,530 56,403 

合計 190,196 86,764 103,432 

 

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産及び無形固

定資産の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算出してお

ります。 

 取得価格

相 当 額

減価償却費

累 計 額

相 当 額

期末残高

相 当 額

建物 3,662 839 2,823

機械及び装置 51,240 12,039 39,200

車両及び運搬具 15,804 848 14,955

工具器具備品 50,204 28,211 21,993

ソフトウェア 

（無形固定資産）
113,112 73,807 39,304

合計 239,022 115,746 118,276

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産及び無形固

定資産の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算出してお

ります。 

 取得価格 

相 当 額 

減価償却費

累 計 額

相 当 額

期末残高

相 当 額

建物 3,662 381 3,280

機械及び装置 65,562 21,669 43,892

車両及び運搬具 6,744 1,535 5,208

工具器具備品 50,204 22,541 27,663

ソフトウェア 

（無形固定資産） 
113,112 62,496 50,615

合計 239,284 108,624 130,660

なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産及び無形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算出しております。 

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 以 内       38,146 １ 年 以 内       46,204 １ 年 以 内       45,011

１ 年 超       65,286 １ 年 超       72,071 １ 年 超       85,648

計 103,432 計 118,276 計 130,660

なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 19,669 支払リース料 22,980 支払リース料 42,129

減価償却費相当額 19,669 減価償却費相当額 22,980 減価償却費相当額 42,129

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

２.オペレーティング・リース取引 

       ――――― 

２.オペレーティング･リース取引 

未経過リース料 

２.オペレーティング･リース取引 

        ――――― 

  １ 年 以 内       1,348  

  １ 年 超       3,185  

  計 4,534  

 
(3) 有価証券関係 
前中間会計期間末（平成17年3月31日） 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 
 
  当中間会計期間末（平成18年3月31日） 
   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 
 
  前事業年度末（平成17年9月30日） 
   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 
 
以上 
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